
沖縄県 令和6年度超高齢社会に対応する公共私の連携に関する万国津梁会議

【資料３】
サービス類型の構造
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国における総合事業の動き（令和6年8月5日）

出典：厚生労働省「令和６年度地域支援事業実施要綱等改正の概要」
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介護保険
サービス代替性

【全体像】サービス類型を検討するための枠組み
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入浴のみの通所
会食サービス
配食サービス
リハビリ特化型のサービス
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・
見守り機能を持つデバイス
WEBカメラ
旅行同行サービス

住民主体の通いの場（体操教室等）
町内会による助け合い活動
有償ボランティア

◆ 官民連携によって開発・整備を進めるサービス・活動について、以下のように整理してはどうか。
◆ ゆいまーる型は、沖縄県に残る地域の助け合い文化を基盤として、住民の自発的な活動を行政として支援・推進してい
くものであり、一般介護予防事業や、B型による補助など、既存の介護予防・日常生活支援総合事業を活用できる。

◆ 他方で民間企業・地域団体での取組は、そのサービス内容の特性から、大きく２系統が想定されるのではないか。
①既存の介護保険サービスを代替する可能性のあるサービスと、②代替性は低いものの、高齢者の生活を支える機能
を有したサービス。

一般介護
予防事業

総合事業
A型・B型・D型

総合事業
A型・B型・D型

自費サービス

日常生活圏域以下での
開発・育成／協議体

広域プラットフォーム

市町村の総合事業

市町村域を超えた広域展開

支援の方策サービス活動の種類主体 サービスの例 開発圏域のイメージ

構築されたサービス群は、最
終的に市町村の総合事業の中
に組み込み

広域プラットフォームの中で
得られた知見に基づきサービ
ス開発し、全県に展開。
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介護保険サービスの代替可能性からみたサービス開発の方向性

出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（岩名礼介講演資料）に一部加筆修正。
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民間の温浴施設／銭湯

総合的なサービスパッケージの場合は、
提供者に幅広い運営資源と人材、ノウ
ハウが必要となり、介護事業所では十
分な人材の確保が困難。

デイサービス：7時間のサービス

訪問型（ホームヘルプ）
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各サービスの機能を分解し
個別に切り出し（例示）

飲食業者／道の駅等

リハビリ事業者／健康関連事業

遊興施設・飲食店

各種遊興施設

スーパー・移動販売

派遣調理師／小売業

ラウンドリーサービス業

清掃専門業者

民間サービス事業者（例示）
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介護保険の代替性の高いサービスについては、
各市町村の上限額の中で適切な水準での財
政的支援が可能。

民間企業・地域団体によるサービス

◆ 民間企業によるサービス開発と行政による支援としては、総合事業A型（委託）・B型（補助）の２系統での支援方法が考えられる。た
だし、総合事業には後期高齢者人口の増加率に連動した上限額が設定されているため、その範囲内での支援となる。
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直接代替性はないものの、地域生活を支える民間サービスの方向性

個々の生活者のデマンド

旅行への付き添いサービス介護保険サービスのカバーするニーズ

入 浴

身体介護

リハビリテーション

コミュニケーション

生活支援看 護

安否確認機能付き電球

見守り

季節ごとの水回り大掃除

各企業が有する
強みを生かしたサービス開発

民間サービス事業者（例示）

・ 企業に高齢者の具体的な困りごとや需要を伝達
・ 開発されたサービスの積極的な活用

利用者・ケアマネジャー・保険者

◆介護保険サービスは、制度創設以来、高齢者の在宅生活を支える上でのすべてのデマンド（需要）には対応していない。「その人らしい生
活」を継続するには、必要に応じて市場のより柔軟で幅広い選択肢が用意される必要がある。

民間企業・地域団体によるサービス
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